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要旨
増加する不登校の子どもに対し小児科医がどのようにかかわるべきかを考えるために、当科小児科外来における不登
校の症例の現状および保護者や学校関係者との連携の状況について検討した。また子どもの関係者が連携して対応する
に際して、その目的や注意するべき点について考察した。
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はじめに
不登校の児童生徒数は、依然として毎年増加じ続け
ている。またその背景や状態、経過などは一人ひとり
異なっている。このような状況の中で、 一人の医師が
外来診療を通して不登校の子どもや家族にかかわるこ
とができる範囲は限られており、充分な援助を行うこ
とは現実的に困難である 1)。そこで家族や学校関係者
をはじめ、その子どもにかかわる人々が連携をとって
対応することがどうしても必要となる。今回、 小児科
外来における不登校の現状、および保護者や学校関係
者との連携による対応について検討し、 不登校と小児
科医のかかわりについて考察する。
対象および方法
不登校を 「学校へ行かないすべての行動」として最
も広くとらえると、身体症状が目立つ心身症的なもの、
不安、恐怖、強迫などが目立つ神経症的なもの、非
行 ・怠学傾向が目立つと周囲から見られているもの、
身体的基礎疾患を有するもの、その他のものなど様々
なタイプのものが含まれる。
そこで今回対象とした不登校の定義を、狭義の不登
校つまり 「何らかの心理的、情緒的な原因により登校
しないか、登校したくてもできなくて、様々な身体症
状や精神症状、問題行動を発現してしまうほど、の心理
的不安定状態に陥っている子ども」とした。これらの
不登校の子どもの受診は、身体症状を主訴に一般外来
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を訪れるケースと不登校として心身症外来を電話予約
または紹介されるケースがあり、いずれも継続して経
過を見たものを対象とした。
結果
1)当院における、狭義の不登校の子どもの外来受診
数は平成5年が7名、6年が8名、7年が12名、 8年
が35名、 9年が42名、10年は35名であった。その総数
は平成5年から10年までの 6年間において142名であ
り、男児が81名、女児が61名であった。徳島県内にお
いて年間30日以上欠席した児童 ・生徒数は、平成5年
度は352名(全体の0.35%)であり、その後毎年増加
し平成9年度に642名、平成10年度は、 925名(全体の
1. 18%)となっていた。徳島県内における不登校の子
どもの増加とともに、当科外来受診数も毎年多くなっ
ていた(図1)。
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図1 徳島県不登校生徒数および当科外来受診数
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2 )初診時の年齢は5歳から17歳までであり、平均年
齢は12.3歳であった(図 2)。 初診時の学年は幼稚園
児が3名、小学生が43名で、5年生が14名と最も多かっ
た。中学生は86名で、 1年生の3名と 2年生の36名が
目立つて多く、高校生は10名であった。全体としては、
圧倒的に中学生の受診が多く見られた。
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が16名などであった(表2)。不登校状態が長期となっ
ていた者は、身体症状を訴えないケースが多いようで
あった。
5 )合併していた疾患は、単純性肥満症(肥満度40%
以上)が16名、過敏性腸症が14名、起立性調節障害が
13名、 気管支H嵩息が9名、便秘症が4名、ア トピー性
31 
皮唐炎が3名、てんかんが3名な
どであった(表 2)。これらの合
併疾患は、それ自体不登校の主た
る原因とは考えられにくいもので
あった。
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6 )不登校の予後または転帰につ
いては、 長期に経過を見てみない
と解らないものと考えられる。ま
た何を予後の判定基準にするかも
問題である。一応、現時点で再登
校しているかどうかの状況を見て
図2 初診時の年齢
3 )受診者についてみると、123名 (87%)は子ども
本人が家族とともに受診していた。このうち母と子が
86名、両親と子の受診が20名であった。また19名
(13%)は子どもは受診せず、母親のみ14名、両親の
み3名などだけの受診でしあった (表 1)。しかし、
他の不登校の相談機関なと、に比べて小児科外来では子
ども自身の受診が多いように思われた。
4 )初診時に身体症状を訴えたのは117名 (82%)で
あり、訴えなかったのは25名(18%)であった。身体
症状の訴えで多かったのは腹痛が49名、頭痛が45名、
倦怠感が38名、幅気 .U~吐が28名、下痢が18名、発熱
表 1 外来受診者
子ども本人が受診. 123名 (87%)
母・子 86名
父・子 4名
両親 ・子 20名
祖母 ・子 5名
回、祖国 ・子 4名
その他 ・子 3名
子どもだけ 1名
家族のみ受診 :19名 (13%)
母 14名
両親 3名
母、祖母 1名
父 l名
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みると、 再登校しているのが67名
(47%)、不完全登校が31名 (22%)、不登校状態が32
名(23%)、状況が不明であるのが12名 (8%)であっ
fこ。
7)学校関係者と何らかの連携を行ったケースは、
142名のうち3名であり全体の23%であった。具体的
に述べると、地元K中学校との連絡会に出したケース
が1名、電話による連絡を行ったのが13名であり、養
護教諭と10名、担任の先生と 3名であった。学校関係
者に病院へ来ていただいたのが7名で、 養護教諭が2
名、担任の先生が4名、担任、教頭、民生 ・児童委員
がl名であった。著者が学校に出向き、 担任、養護教
諭と教頭または校長先生とと面談したのが3名であっ
たO
K中学校との連絡会とは、 平成 9年度より地元中
表 2 初診時の身体症状および合併していた疾患
く身体症状〉 く合併していた疾患〉
腹痛 :49名 単純性肥満症 : 16名
頭痛 45名 過敏性腸症 : 14名
倦怠感:38名 起立性調節障害 : 13名
n~気 ・ II[~吐: 28名 気管支H出息 9名
下痢 18名 便秘症 4名
発熱 ・16名 アトピー性皮脂炎 3名
てんかん 3名
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学校において 2カ月に 1回程度聞いているものであ
る。メンバーは著者と当科外来でフォローしている不
登校の子どもの学級担任、養護教諭および生徒指導主
事の先生で、毎回5名から 7名の子どもについての情
報交換を一人約30分かけて行っている。また平成10年
度からは、徳島県教育委員会より委託されたスクール
アド、バイザーとしてこの活動を行ーっている。
8 )保護者交流会について
小松島市は、勝浦町・上勝町との I市2町合同によ
り、平成9年度から不登校の子どもたちのために適応
指導教室 「はなみずき学級」というのを開設した。ま
た、この活動の一環として、保護者相互の連携をはか
り、支援の在り方について話し合う場として保護者交
流会を聞いている。これには、適応指導教室に入級し
ているこどもの保護者のみならず、各学校を通じて不
登校問題に悩む保護者や、当科外来を受診している子
どもの保護者にも案内している。平成9年度は3回開
催し、著者と小松島市教育委員会教育長、保健所所長
および教室指導員などが参加した。平成10年度からは
徳島県教育委員会による適応指導教室スーパーパイ
ザー派遣事業として、著者ともうー名のスーパーバイ
ザーである臨床心理士の方が参加して年4回行った。
毎回の参加人数は 9 名から20名で(保護者の方は 3~
11名)あり、保護者のそれぞれの立場における悩みや
思い、また他の保護者へのアドバイスなどが語られた。
考案
不登校の子どものほとんどは、初期に様々な身体症
状を訴えるため医療機関を受診することが多い。した
がって小児科医はその早期発見や初期対応に関して重
要な役割があると考えられる1)2)。しかし不登校の背
景や状態、経過などは個々のケースですべて異なって
おり、その対応や支援となると一人の医師がかかわる
ことができる範囲は限られてくる。そこで関係者が連
携をとって対応することがどうしても必要となる九
不登校の子どもに対応するため関係者が連携する際
に重要なことは、 「何のために連携するか」という点
である。その目的は、まず不登校状態にある子どもに
ついての共通理解をはかることであると思わる。そし
て今、子どもに登校を勧めるのがよいのか、あるいは、
ゆっくりと休ませてあげるのがよいのか、といった基
本的なところで支援の方向性を一致させることが大切
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である。また、 登校刺激をするにしろ、休養を取らせ
るにしろ、関係者できめ細かく、 具体的にその方法を
話し合っておく必要がある。
この時、小児科医としては、子どもの持つ身体症状
や心理状態について関係者に伝え、心身症的あるいは
神経症的な状態であれば、それらの視点からその子ど
もの理解がはかられるよう充分に説明する役割があ
る。また、関係者は対応した後で、 子どもの反応や様
子をよく見て支援の在り方を修正していくことも必要
である。そのためには連携の継続』性が求められる。し
かし、 実際に継続して連携がとれるケースは限られて
いるように思われる。
次に連携にとって重要なことは、関係者の子どもに
関わる立場の相違点をはっきりと把握しておくことで
ある。つまり、カウンセラーとクライアント、小児科
医と受診児、担任教師と生徒、親とその子どもなどの
違いである。また医師、教師、親はそれぞれ外来、学
校および家庭場面を通じて子どもを見ているため、全
体像や本当の姿を理解できているとは限らない。そこ
で誰かがコーデ、ィネーターとなって、関係者の連携を
計ることが必要となる。これには、比較的子どもを客
観的に見ることができる小児科医が適切な場合もあ
る。そのためには、小児科医は日頃から不登校に関係
する相談機関や行政の適応指導教室などの社会資源を
よく把握し、 普段から連絡をとっておく必要がある。
小児科医が学校関係者と不登校問題などで関わる際
のいわゆる 「敷居の高さ」については従来から指摘さ
れていることであるが、著者が最近経験した範囲内に
おいてはほとんどそれは感じられず、むしろ歓迎され
ているとの印象を受けることが多くあった。これは学
校現場の今日における不登校問題の深刻さもあるが、
スクールカウンセラーや心の相談員などの方々の活動
の成果も関係しているように思われた。むしろ、小児
科医の側が敷居を低くしてかかわることが大切である
のかもしれない。
最後に、 連携に際しては、本人や保護者の了解を得
ることは言うまでもないが、私共、関係者は子ども達
とその家族のプライパシーの保護や秘密の保持に充分
配慮しなければならないと考える。
本論文の要旨は第17回日本小児心身医学会(1999年、
徳島〉のシンポジウムにおいて発表した。
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